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フランス法における意思自律論の退化
上　井　長　久
　ひとの意思の全能（toute　puissance）を確認し，
それに債務創設力を付与するために，フランス民法典
（1804）は，その1134条において，適法に形成された
合意（corlvention）は法律に代わるという，最も強
烈な表現を用いた（G．Ripert，　La　r691e　morale
dans　les　obligations　civiles，1949，　no　22，　P．36）。
この表現形式は，リペールが指摘するように，革命期
における法律の崇拝ないし法律による統治を想起する
者にとっては，「非常に奇妙に移る」に違いないが，
他方，個人の自由と平等を描く者にとっては，極めて
自然なこととして受入れられるに違いない。意思が最
高であるとの観念は，過去の数世紀にわたる緩やかな
作業の結果得られたものである。すなわち，中世の教
会は道徳的観点から，ひとの意思の重要性を説き，契
約を形式主義から諾成主義に移行させることに寄与し
た。トマス・アキナスおよびプーヘンドルフなどによ
る自然法論は個人の尊重を，或いは神に準えて，或い
は自然状態における人間の基本的権利として主張し，
ルソーなどの社会契約論は政治および社会を契約によっ
て基礎づけた。アダム・スミスなどマンチェスター学
派により経済の発展には国家の非関与による個人の自
由な経済活動を保障することが必要であると主張され
実行された（cf．　A．Weill　et　F．Terr6，　Droit　civil，
les　obligations，2e6d．，1975，　no　54，　P．51）。
　意思自律論（th60rie　de　1’autonQmie　de　la　vol．
Ont6）は，そのような意思の最高性の原則を絶対的
なものとし，社会経済の発展に寄与したが，反面では，
その原則の濫用を招き社会経済生活に歪みを生じさせ
るにいたり，はやくも19世紀末から20世紀初頭にかけ
て，主に契約の非道徳性，および契約の基礎である個
人主義への批判によって，退化を余儀なくされること
になる。すなわち，第一に，意思の最高性および意思
自律論は主に道徳的観点から，ひとの意思を尊重する
ことから導き出せる帰結であったのに，社会経済の進
展にともなう富の偏在は，弱者と強者を意識させるこ
ととなり，意思の最高性および自律を少なくとも部分
的に損なわせ，個人間に不自由および不平等を招来さ
せて，その意思を要素とする契約の非道徳性を誘発さ
せた。意思の開放ないし自律は，個人を自由および平
等にするはずであるが，それは理論的なものであり現
実には逆の方向に向かった。さらに，契約の基本的事
項は知らされてはいるが付属的事項は知らされていな
いとか，或いは，内容が一方的に決められたりする付
合契約（contrat　d’adh6sion）において不平等が顕
i著となった（cf．　G．Dereux，　De　la　nature　juridi－
que　des　contrats　d’adh色sion，　Rev．　trim．　dr．
civ．，1910，　p．503）。第二の個人主義への批判は，主
に社会主義的観点から投げ掛けられた。すなわち契約
は，決して個人的なものではない，社会的事実として
把握されなければならない。しかも，契約の拘束力は
個人の意思に専ら基づくのではなく，法律によるもの
であると結論づける（cf．　RSaleilles，　De　la　d6cla－
ration　de　volont6，1901；E．L6vy，　L’exercice　du
droit　collectif，　Rev，　trim．　dr．　civ．，1903，　p．95；
LDuguit，　L．　Etat，　le　droit　subjectif　et　la　loi
Positive，1901，　etc．）。
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